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はじめに
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  後期高齢者医療制度は、原則として７５歳以上の方を対象とする医療制度で

高齢者と現役世代の負担の明確化等を図る観点から、それまでの老人医療制度

に代わる新たな医療制度として平成２０年４月から開始されました。

　運営主体（保険者）は、東京都の全区市町村が加入する「東京都後期高齢者

医療広域連合」であり、保険料の決定・資格の認定や医療給付の審査支払等を

担当し、区市町村は、保険料の徴収、資格の取得・喪失等を行っています。

　制度発足から１８年が経過し、高齢化の進展など、制度を取り巻く環境は変

化しており、この制度を将来にわたり持続可能にするため、国では医療制度等

の改革についての検討が重ねられています。

　令和７年１２月には全ての健康保険証の有効期限が切れ、マイナ保険証を基

本とする仕組みに移行しました。後期高齢者医療制度においては、令和８年７

月３１日まで資格確認書の暫定運用が適用されましたが、令和８年８月の年次

更新は８５歳以上の方及び８４歳以下でマイナ保険証を普段から利用されてい

ない方は資格確認書、８４歳以下でマイナ保険証を普段から利用されている方

は資格情報のお知らせの交付をすることになりました。

　また、令和８年度からは、少子化対策に受益を有する全世代・全経済主体が

子育て世帯を支える新しい分かち合い・連帯の仕組みとして、子ども・子育て

支援金制度が新たに導入され、医療保険制度の仕組みの中で子ども・子育て支

援金が徴収されることになりました。

　さらに、東京都後期高齢者医療広域連合においては、令和８年度末で第４期

「高齢者保健事業実施計画（データヘルス計画）」が満了となります。次期計

画の策定に当たっては、関係団体等から意見聴取を行い、計画に反映させてい

きます。

　当区といたしましては、高齢者の方々の保健福祉の増進を図り、安心して医

療サービスを受けることができるように、今後も、国の動きを注視しながら東

京都後期高齢者医療広域連合と連携して、後期高齢者医療制度の円滑かつ適切

な運営に努めてまいりますので、皆様のご理解とご協力をお願いいたします。

　ここに令和７年度の事業実績を取りまとめましたのでご高覧いただければ幸

いです。
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※

後期高齢者医療費の財源構成

根拠法規：高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

１　後期高齢者医療制度
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（１） 制度の概要

　平成１８年６月２１日に公布された「健康保険法等の一部を改正する法律」により、「老

人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に全面改正され、平成２０年４月１日か

ら、７５歳以上の方などを加入者とする後期高齢者医療制度が始まった。

　① 運営主体

資格管理

　③ 費用負担（財源構成）

保険料の賦課

資格確認書などの引渡し

　東京都内６２全ての区市町村が加入する東京都後期高齢者医療広域連合（平成１９年

３月１日設立）が保険者となって運営する。

保険料の徴収

高齢者の医療の確保に関する法律により、区市町村は後期高齢者医療の事務を処理す
るため、都道府県の区域ごとに当該区域内の全ての区市町村が加入する「後期高齢者
医療広域連合」（以下「広域連合」という。）を設けることが定められている。広域
連合は、地方自治法に基づく特別地方公共団体であり、独自の首長と議会を有する。

　② 広域連合と区市町村の役割分担

保健事業

広域連合の役割

　後期高齢者医療制度は、広域連合と区が役割を分担して運営している。区は主に保険料

の徴収事務及び各種申請・届出の受付・相談等、被保険者の便宜に寄与する事務を担当し

ている。

　なお、保健事業の健康診査及び葬祭費の支給を広域連合から受託し実施している。

区市町村の役割

各種申請・届出の受付、相談

10%

制度・財政運営

各保険者からの支援金
（後期高齢者支援金）

保険料

　公費の内訳は、国：都道府県：区市町村＝４：１：１

　後期高齢者医療被保険者からの保険料（約１割）、後期高齢者支援金（約４割）、公費
（約５割）

公　費

国
4/6

都
1/6

区
1/6

－2－



後期高齢者医療制度　被保険者数の推移

後期高齢者医療制度　目黒区における被保険者数の推移

※被保険者数に６５歳以上７５歳未満の障害認定者含む

　７５歳以上の方と、６５歳以上７５歳未満で一定の障害（おおむね身体障害者手帳３級以
上）があり後期高齢者医療広域連合の認定（障害認定）を受けた方を、被保険者とする。

11.36 ７ 32,181 0.37 34 -2.86 32,215 0.37 283,510 0.44 

５ 31,428 2.60 40 -4.76 

４ 30,633

31,468

被保険者(人) (%) 被保険者(人) (%) (%)

前年度比 被保険者数(人) 前年度比

3.42 42 0.30 10.98 0.00 30,675 3.42 279,251

278,415

(人）

282,281 0.77 11.37 

前年度比
年度

75歳以上 前年度比 障害認定 目黒区人口

６ 32,061

-4.55 

2.01 35 -12.50 32,096

人口比

2.59 280,126 0.31 11.23 

(%) (%)計

　被保険者資格の取得日は、７５歳の誕生日（障害認定の方は認定を受けた日）である。

　 目黒区人口は各年度の翌年度４月１日現在。

　④ 対象者（後期高齢者医療制度の被保険者）

※ 各年度とも３月３１日現在。令和６年度以降は負担区分が未判定の被保険者を被保険者数に含む。

３ 29,619 1.60 42 29,661 1.59 -0.95 10.65 
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248,754
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250,185
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251,295
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※
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○被用者保険の被扶養者であった方の軽減

令和７年度 被用者保険の被扶養者であった方の軽減の状況

※ 令和７年度均等割額軽減基準に該当し、５割軽減より高いものを除く。

※ 広域連合保険料総括表（令和8年5月31日作成）による。

軽減人数(人） 132 

軽減額(円） 3,121,800 

　均等割額　　４７，３００円

　所得割額　　賦課のもととなる所得金額（※２）× ９．６７％（※３）

② 保険料の軽減制度

※１ 次の方は令和６年度に限り、激変緩和措置により賦課限度額が７３万円
　　①昭和２４年３月３１日以前に生まれた方
　　②障害の認定を受け、被保険者の資格を有している方(障害の認定を受けていた方が、令和６年４月
　　１日以降に７５歳になった後に、障害の認定を受けた後期高齢者医療広域連合の区域内に住所を有し
　　なくなった場合を除く。)

※２ 賦課のもととなる所得金額とは、前年の総所得金額及び山林所得金額並びに株式・長期(短期)譲渡
　　所得金額等の合計から地方税法に定める基礎控除額(合計所得金額が2,400万円以下の場合は43万円)
　　を控除した額(雑損失の繰越控除額は控除しない。)

※３ 令和６年度の所得割率は激変緩和措置により、賦課のもととなる所得金額が５８万円以下の方は
  　8.78％

（２）後期高齢者医療保険料

　後期高齢者医療制度においては、医療費総額の約１割を保険料で賄うこととしており、広域連合が
被保険者個人ごとに賦課し、区市町村が徴収を行う。

① 保険料の算定方法

　後期高齢者医療の保険料は、均等割額と所得割額の合計額からなり、前年の所得をもとに計算さ
れる。また、保険料は個人単位で算定され、所得の高い方には限度額が、所得の低い方には軽減措
置が設けられている。また、均等割額及び所得割率は２年ごとに見直される。

 東京都の保険料（令和６・７年度）

年間保険料（限度額８０万円）（※１）＝ 均等割額 ＋ 所得割額

　後期高齢者医療制度加入の前日まで会社の健康保険など（国保・国保組合は除く）の被扶養
者だった方は、均等割額が５割軽減（加入から２年を経過する月まで）となり、所得割額は賦
課されない。なお、低所得による均等割額の軽減（P４令和７年度均等割額軽減基準）に該当す
る場合は、軽減割合の高い方が優先される。

令和７年度

均等割額
被保険者
１人当たり

４７,３００円

所得割額
賦課のもととなる

所得金額
×

東京都の所得割率

９．６７％

東京都の

保険料

（限度額８０万円）＋ ＝

令和４・５年度
９．４９％

令和4・5年度
４６，４００円

令和４・５年度
限度額６６万円
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○所得が低い方の軽減

令和７年度均等割額軽減基準

令和７年度 保険料均等割額の軽減の状況

令和７年度所得割額軽減基準

令和７年度 保険料所得割額の軽減の状況

※ 広域連合保険料総括表（令和8年5月31日作成）による。

※ 被用者保険の被扶養者であったものを除く。

令和７年度
軽減人数(人） 1,239
軽減額(円） 4,560,490

１５万円以下 ５０％

２０万円以下 ２５％

※ 広域連合保険料総括表（令和8年5月31日作成）による。

（イ）所得割額の軽減（東京都後期高齢者医療広域連合が独自に実施する軽減）

被保険者の賦課のもととなる所得金額に応じて、所得割額が軽減される。

賦課のもととなる所得金額 軽減割合

軽減人数(人） 10,180 2,558 2,742
軽減額(円） 337,059,800 60,496,700 25,939,320

※ 被用者保険の被扶養者であった方でも、５割軽減より高いものを含む。

７割軽減 ５割軽減 ２割軽減

４３万円＋
（年金または給与所得者の合計数－１）
×１０万円＋５６万円×（被保険者数）以下

２割 ３７，８００円

※ ６５歳以上（令和７年１月１日時点）の方の公的年金所得については、その所得からさら

※ 世帯主が被保険者でない場合でも、世帯主の所得は軽減を判定する対象となる。

※ 軽減判定は、当該年度の４月１日（年度途中に東京都で資格を取得した方は資格取得時）

※ 年金又は給与所得者の合計数とは、同じ世帯にいる「公的年金等収入が６５歳未満の方 

  は６０万円、６５歳以上の方は１２５万円を超える」又は「給与収入が５５万円を超える」   

  被保険者及び世帯主の合計人数となる。合計人数が２人以上の場合に適用する。

  に１５万円（高齢者特別控除額）を差し引いた額で判定する。

  時点の世帯状況により行う。

４３万円＋
　（年金または給与所得者の合計数－１）
　　　　　　　　　　　　　×１０万円以下

７割 １４，１００円

４３万円＋
（年金または給与所得者の合計数－１）
×１０万円＋３０.５万円×（被保険者数）以下

５割 ２３，６００円

（ア）均等割額の軽減

　同じ世帯の後期高齢者医療制度の被保険者全員と世帯主の「総所得金額等を合計した額」を
もとに、均等割額が軽減される。

総所得金額等の合計額が下記に該当する世帯 軽減割合
軽減後の
均等割額
（年額）

－5－



令和７年度 保険料納付状況

　

413 8

316,200

現年 滞繰

525 20

20,503,700 347,200

(0.2)

(0.4)

※１　モバイルレジ、PayB、楽天銀行コンビニ支払サービスによる電子決済サービス
※２　モバイルレジクレジットによる電子決済サービス

（納付割合％） (24.3) (51.6) (15.4) (8.1) (0.3)

※ 小数点第２位以下は四捨五入のため合計数が100％にならない場合がある。

※ 小数点第２位以下は四捨五入のため合計数が100％にならない場合がある。

金  額(円） 1,290,688,500 2,737,435,400

（納付割合％） (45.7) (37.9) (8.3) (7.8) (0.2)

808,589,742 11,022,849 409,650,665 17,976,148 14,104,700

件  数(件) 110,039 91,144

（イ）普通徴収

特別徴収とならない場合は普通徴収となり、納付書又は口座振替により徴収する。

目黒区における普通徴収の納期は、７月から３月の９期である。

特別徴収

普通徴収

口座振替

納付書
(コンビニ、電子決済以外)

コンビニ 電子決済
※１

電子決済
(クレジット)※２

現年 滞繰

1,05118,925

現年 滞繰

17,694 983

現年 滞繰

  次の要件に該当する場合、保険料の徴収方法は特別徴収となり、介護保険料が徴収されてい
る公的年金から、各年金支給月に徴収される。

　ただし、希望により、口座振替による納付に変更することができる。

・ 年額18万円以上の公的年金を受給している。

・ 介護保険料が公的年金から引き落としされている。

・ 介護保険料と後期高齢者医療保険料の合計額が、介護保険料が徴収されている公的年金支
   給額の２分の１以下である。

 なお、保険料は毎年７月に賦課決定されるため、４月・６月・８月は仮徴収額により徴収し、
賦課決定額から仮徴収額を差し引いた金額を、10月・12月・２月に徴収する。

③ 保険料の徴収方法
　保険料の徴収方法には、特別徴収（公的年金からの引き落とし）と普通徴収（納付書又は口座
振替）がある。

（ア）特別徴収

特別徴収

110,039件
45.7%

口座振替

91,144件

37.9％

納付書

19,976件
8.3%

コンビニ

18,677件
7.8%

電子決済

421件
0.2%

電子決済

（クレジット）

545件
0.2%

保険料納付状況

240,802件

令和７年度 保険料納付状況内訳

納付書、コンビニ、電子決

済については、現年及び

滞繰の合計件数

－6－



令和７年度 保険料調定・収納状況

令和７年度 保険料歳入還付の状況

令和７年度 保険料歳出還付の状況

441 7,606,277 59 518,500 6 6,500

還付 特別徴収義務者返納 還付加算金

件数(件） 金額(円） 件数(件） 金額(円） 件数(件） 金額(円）

件数(件） 金額(円） 件数(件） 金額(円） 件数(件） 金額(円） 件数(件） 金額(円）

398 10,691,000 31 1,498,623 2,297 27,350,500 159 2,086,300

※ 収入済額には還付未済額を含む。

※ 収納率＝（収入済額－還付未済額）/調定金額

普通徴収（現年度分） 普通徴収（滞納繰越分） 特別徴収 特別徴収義務者返納

※ 特別徴収保険料と普通徴収保険料の両方を賦課されている被保険者がいるため、各区分の賦課
　人数を足しても被保険者数とは一致しない。

保険料
合計

5,359,058,780 5,318,804,135 1,804,100 48,605,545 (10,155,000) 99.06%

79.47%

普
通
徴
収
保
険
料

滞納
繰越
分

801 42,231,080 33,956,628 1,800,600 6,871,452 (397,600)

41,734,093 (4,216,100) 98.96%
現年
度分

17,332 4,027,805,700 3,990,284,207 3,500

特別徴収
保険料

20,080 1,289,022,000 1,294,563,300 0 0 (5,541,300) 100.00%

（還付未済額）(円） 収納率

④ 保険料の収納状況

区　　分 賦課人数(人） 調定金額(円） 収入済額(円) 不納欠損額(円） 収入未済額(円）
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所得区分表

①

②

所得区分
負担
割合

住民税課税所得が690万円以上の被保険者及びその方と同一世帯の
被保険者

住民税課税所得が380万円以上690万円未満の方及びその方と同一
世帯の被保険者

住民税課税所得が145万円以上380万円未満の方及びその方と同一
世帯の被保険者

以下のア・イの両方に該当する方
ア 同じ世帯の被保険者の中に課税所得が28万円以上145万円
 未満の方がいる。
イ「年金収入」と「その他の合計所得金額」の合計額が200万
 円以上（同一世帯に被保険者が2人以上の場合は合計320万円
 以上）

同じ世帯の被保険者全員の住民税課税所得が、いずれも28万円未
満の方又は、一般Ⅱのアに該当するがイには該当しない方

※ 住民税非課税世帯の方は、上記にかかわらず1割負担となる。

一般Ⅱ ２割

　次の場合には申請し認定されると、申請日の翌月１日から現役並み所得（３割負担）の対
象外となる。

被保険者の収入金額が383万円未満。ただし、同一世帯に70歳以上75歳未満のかたがいる場
合は、そのかたと被保険者の収入額合計が520万円未満。

３割現役並み所得Ⅱ

現役並み所得Ⅰ

一般Ⅰ

１割

住民税非課税世帯であり、区分Ⅰに該当しない方

区分Ⅰ

ア 住民税非課税であり、世帯全員の所得が0円の方（公的年金収
 入は80万円(令和7年8月1日以降は80万6,700円)を控除、給与収入
 は給与所得控除後さらに10万円を控除し計算）
イ 住民税非課税世帯であり、老齢福祉年金を受給している方

区分Ⅱ

（３）一部負担金の割合

　被保険者が医療給付をうけるときは、所得区分に応じて医療等に要する費用の一部（１割・２割・
３割）を負担する。

判定基準

〇基準収入額適用申請

世帯に被保険者が１人

世帯に被保険者が２人以上

被保険者の収入額合計が520万円未満。

現役並み所得Ⅲ

※ 原則申請が必要だが、区で対象の方が収入判定基準に該当することを確認できる場合は
　申請不要となる。
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４

(25.1%) (7.0%) (5.0%) (13.0%) (51.8%)
32,215

8,072 2,259 1,620 4,193

年度 全被保険者数(人）

５

2,051

７

6,427 5,959 4,632

(20.4%)

(23.0%)

(18.1%)

(18.9%) (14.7%)

(23.1%)

(19.7%)

6,038 4,359

(18.7%) (13.5%)

(18.4%) (14.9%)

(19.5%)

16,687 6,290

令和７年度　所得区分ごとの被保険者数の割合

(24.2%)

1,451 4,144

(53.3%)

6,607

(20.6%) (18.8%)

6,031 4,473

(13.9%)
６ 32,096

7,757 7,227

(22.5%)

※ 小数点第２位以下は四捨五入のため合計数が100％にならない場合がある。

(6.7%)

2,162

(4.5%) (12.9%)

17,111

※ 各年度とも３月３１日現在の数値。令和６年度以降は負担区分が未判定の被保険者を全被保険者数に含む。

7,455

現役Ⅲ 現役Ⅱ 現役Ⅰ 一般 区分Ⅱ 区分Ⅰ

2割負担(人/％）

一般Ⅱ

３ 29,661
6,984 1,808 1,318 3,858 22,677 12,874 5,357 4,446

(23.5%) (6.1%) (4.4%) (13.0%) (76.5%) (43.4%)

31,468
7,391

(12.7%)

7,059

(22.4%)

17,018

(54.1%)(23.5%)

2,025

(6.4%)

1,367

(4.3%)

3,999

30,675
7,359

(24.0%) (6.7%) (4.6%) (12.7%) (53.0%)

所得区分ごとの被保険者数

1,397 3,911 16,250 6,048 5,645 4,557

(15.0%)

7,066

３割負担(人/％） １割負担(人/％）

現役Ⅲ (7.0%)

現役Ⅱ (5.0%)

現役Ⅰ (13.0%)

一般Ⅱ (23.1%)

一般 (19.5%)

区分Ⅱ (18.7%)

区分Ⅰ (13.5%)
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現役並み所得・一般 ４９０円（令和７年５月３１日まで）　５１０円（令和７年６月１日から）

区分Ⅱ

過去１２か月の入院日数が
９０日以内

２３０円（令和７年５月３１日まで）
２４０円（令和７年６月１日から）

過去１２か月の入院日数が
９０日超（長期入院該当※２）

１８０円（令和７年５月３１日まで）
１９０円（令和７年６月１日から）

（４）医療給付

① 高額療養費制度における限度額の適用について

 （ア）一般病床への入院時の食費（１食につき）

所得区分 食費の標準負担額（１食につき）

　被保険者は、マイナ保険証又は資格確認書を提示し、所得区分（Ｐ８　所得区分表参照）に応じた
一部負担金等を支払うことにより、保険医療機関等で診療等を受けることができる。
　令和６年１２月２日以降、「限度額適用認定証」や「限度額適用・標準負担額減額認定証」は交付
されなくなった。

区分Ⅰ １１０円

 （イ）療養病床への入院時の食費（１食につき）・居住費（１日につき）

所得区分

生活療養標準負担額

食費（１食につき） 居住費
(１日に
つき)入院医療の必要性が低い方　※３ 入院医療の必要性が高い方　※４

  現役並み所得・一般
４９０円(令和７年５月３１日まで)
５１０円（令和７年６月１日から）
※１  ※５

４９０円(令和７年５月３１日まで)
５１０円（令和７年６月１日から）
※１  ※５

３７０円　区分Ⅱ
２３０円(令和７年５月３１日まで)
２４０円（令和７年６月１日から）

２３０円(令和７年５月３１日まで)
２４０円(令和７年６月１日から）
[長期入院該当180円(令和7年5月31
日まで)190円(令和7年6月1日から)
※２]

　区分Ⅰ老齢福祉年金受給者以外 １４０円 １１０円

※3  入院医療の必要性が高い方以外が該当する。

※4  人工呼吸器、静脈栄養が必要な方などが該当する。

※5  保険医療機関の施設基準などにより470円の場合もある。

　区分Ⅰ老齢福祉年金受給者 １１０円 １１０円 ０円

※1  指定難病患者の方は1食につき300円。居住費は０円。

※2  区分Ⅱの減額認定を受けていた期間の入院日数が、過去１２か月で９０日を超える場合
   は、住んでいる区市町村の担当窓口に入院日数のわかる医療機関の請求書・領収書などを添
   えて申請する（他の健康保険加入期間も区分Ⅱ相当の認定を受けていた期間中の入院日数は
   通算できる）。すでに持っている資格確認書に長期入院該当年月日が記載されている方は、
   改めての申請は不要。なお、長期入院該当日は申請日の翌月１日となり、９０日を超えた日
　 から月末までは差額支給の対象となる。

　下記（※印）の対象者は、医療機関の窓口にマイナ保険証又は限度額区分を記載した資格確認書
(申請が必要)を提示すると、保険適用の医療費の自己負担限度額が適用される。また、入院時の食費
が減額される。
　※自己負担割合が３割で、同じ世帯の被保険者全員の住民税課税所得がいずれも６９０円未満の方
　※自己負担割合が１割で、住民税非課税世帯（世帯全員が非課税）の方
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特定疾病療養受療証交付件数

医療費の払い戻しが受けられる場合

② 特定疾病療養受療証の交付

　高度の治療を長期間継続して受ける必要がある被保険者は、区へ申請し、広域連合で認定
されると「特定疾病療養受療証」の交付を受けることができる。この受療証を医療機関の窓
口に提示することで、自己負担限度額は一つの医療機関につき月額１万円になる。

《特定疾病》

・先天性血液凝固因子障害の一部（血友病）

・人工透析が必要な慢性腎不全

・血液凝固因子製剤の投与に起因する（血液製剤による）ＨＩＶ感染症

年度 3 4 5 6 7

④ 医療費の払い戻しが受けられる場合
　次の場合は、かかった医療費を全額本人が支払い、後日申請を行うことにより、一部負担
金以外の部分について払い戻しを受けることができる。

支給の要件

一般診療費
やむを得ず保険証を提示できずに診療を受けたり、保険診療を扱っていない医
療機関で診療を受けたりしたとき
※やむを得ない事情があったと広域連合が認めた場合に限る。

海外診療費
海外で診療を受けたとき
※日本の保険の適用範囲内に限る。

交付件数（件） 48 46 53 32 50

食事代差額申請 限度額適用により生じた、入院時の食事代差額の支給

⑤ 移送費
　傷病により移動困難な患者が、緊急的にやむを得ず、医師の指示により転院する場合など
の移送にかかった費用を支給する。

※ 検査目的の移送、本人希望・家族の都合によるもの、自宅から日常的通院のための移送、
　退院時の移送など 緊急性が認められない場合は対象とならない。

⑥ 訪問看護療養費

療
養
費

あんま・マッサージ・指
圧・はり・きゅう師によ
る施術

医師が必要と認めた、あんま・はり・きゅう・マッサー
ジなどを受けたとき

柔道整復師の施術
骨折・脱臼などで、柔道整復師の施術を受けたとき　※
保険の適用範囲内に限る。

治療用装具（補装具）
生血代

医師が必要と認めた、ギプス・コルセットなどの治療用
装具（補装具）を購入したとき
輸血の生血代

　医師の指示により訪問看護ステーションなどを利用した場合の費用を支給する。

⑦ 保険外併用療養費
　高度先進医療を受けたときなどは、一般診療と共通する部分について保険を適用し支給す
る。
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表１　高額療養費の自己負担限度額（令和７年９月診療分まで）

表２　高額療養費の自己負担限度額（令和７年１０月診療分から）

  現役並み所得Ⅲ
（課税所得690万円以上）

３割

252,600円＋（10割分の医療費-842,000円）×1％
〈140,100円※３〉

  現役並み所得Ⅱ
（課税所得380万円以上）

167,400円＋（10割分の医療費-558,000円）×1％
〈93,000円※３〉

  現役並み所得Ⅰ
（課税所得145万円以上）

80,100円＋（10割分の医療費-267,000円）×1％
〈44,400円※３〉

⑧ 高額療養費
　同一月の医療費の自己負担が一定の金額（自己負担限度額）を超えたときは、超えた部分
が高額療養費として支給される。令和４年１０月１日より実施していた自己負担割合が２割
の方の外来診療の負担軽減費が令和７年９月３０日までの診療で終了。令和７年１０月１日
からの自己負担額は表２のとおりとなる。

所得区分
自己
負担
割合

自己負担限度額（月額）

外来（個人ごと） 入院＋外来(世帯ごと)

一般Ⅱ ２割
6,000円＋（10割分の医療費－

 30,000円）×10％又は18,000円の
いずれか低い方〈144,000円※２〉

57,600円
〈44,400円※３〉

一般Ⅰ

１割

18,000円
〈144,000円※２〉

57,600円
〈44,400円※３〉

住民税
非課税等※１

区分Ⅱ

  現役並み所得Ⅲ
（課税所得690万円以上）

３割

252,600円＋（10割分の医療費-842,000円）×1％
〈140,100円※３〉

  現役並み所得Ⅱ
（課税所得380万円以上）

167,400円＋（10割分の医療費-558,000円）×1％
〈93,000円※３〉

  現役並み所得Ⅰ
（課税所得145万円以上）

80,100円＋（10割分の医療費-267,000円）×1％
〈44,400円※３〉

 8,000円
24,600円

区分Ⅰ 15,000円

所得区分
自己
負担
割合

自己負担限度額（月額）

外来（個人ごと） 入院＋外来(世帯ごと)

区分Ⅰ 15,000円

※１ 区分Ⅱ・・住民税非課税世帯であり、区分Ⅰに該当しない方

一般Ⅱ ２割
18,000円

〈144,000円※２〉
57,600円

〈44,400円※３〉

一般Ⅰ

１割

18,000円
〈144,000円※２〉

57,600円
〈44,400円※３〉

住民税
非課税等※１

区分Ⅱ 24,600円

     区分Ⅰ・・ア 住民税非課税世帯であり、世帯全員の所得が0円の方
               （公的年金収入は80万円を控除（令和7年8月1日以降は80万6,700円）
　　　　　　　　給与収入は給与所得控除後さらに10万円を控除し計算）
               イ 住民税非課税世帯であり、老齢福祉年金を受給している方

※２ 計算期間1年間（毎年8月1日～翌年7月31日）のうち、基準日時点（計算期間の末日）で
    自己負担割合が１割又は２割の方の外来（個人ごと）の自己負担額（月間の高額療養費
    が支給されている場合は支給後の金額）の合計が、144,000円を超えた場合、その超える
    額を高額療養費（外来年間合算）として支給する。

※３ 診療月を含めた直近12か月間に高額療養費の支給が３回あった場合の４回目以降から適
    用になる限度額（多数回該当）。ただし、「外来（個人ごと）の限度額」による支給
    は、多数回該当の回数に含まれない。なお、現役並み所得の被保険者は、個人の外来の
    みで「外来＋入院（世帯ごと）」の限度額に該当した場合も多数回該当回数に含む。
    この多数回該当の回数には、それまで加入していた医療保険（他都道府県の後期高齢者
    医療制度、国保、健康保険、共済）で該当していた回数は含まない。

 8,000円
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高額介護合算療養費の自己負担限度額

住民税非課税等
区分Ⅱ

区分Ⅰ

一般Ⅱ　一般Ⅰ ５６万円

３１万円

１９万円

  現役並み所得Ⅲ（課税所得690万円以上） ２１２万円

  現役並み所得Ⅱ（課税所得380万円以上） １４１万円

  現役並み所得Ⅰ（課税所得145万円以上） ６７万円

⑨ 高額介護合算療養費

　世帯での１年間（毎年８月１日～翌年７月３１日）の後期高齢者医療の一部負担金の金額
と介護保険の利用者負担額の合算額が、世帯の自己負担限度額を超えるときは、その超えた
額がそれぞれの制度から支給される。

所得区分
後期高齢者医療制度＋介護保険

自己負担限度額（世帯）
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年度別健康診査

〔基本健診（広域連合指定）の検査項目〕

問診、身体計測（身長・体重・ＢＭＩ・腹囲）、理学的検査、血圧測定

生化学的検査 （中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール、γ-ＧＴＰ、空腹時

〔上乗せ健診（区独自）の検査項目〕

生化学的検査（尿酸値、アルブミン等）、尿潜血検査、心電図、胸部Ｘ線撮影、眼圧検査（医師の

年度別歯科健康診査

（６）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に係る事業

①健康状態が不明な高齢者の状態把握・必要なサービスへの接続（ハイリスクアプローチ）

②通いの場等への積極的な関与等（ポピュレーションアプローチ）

前年度比(%)前年度比(%) 受診者数(人)受診券発送件数(件）

31,398

14,136

15,409

年 度

29,0813

2.2729,740

1.13

4 48.92

-4.62 14.06

前年度比(%)

0.75

受診率(%)

47.97

- 13.32

血糖等）、尿検査（尿糖、尿蛋白）

判断に基づき選択的に実施する検査項目）、総コレステロール

392

5 4113,085 -

（５）健康診査事業

　東京都では、各区市町村が広域連合から委託を受け、健康診査を実施している。

2.91

5.04

0.36

14,670

14,548

2.83

　高齢者の医療の確保に関する法律において、広域連合は、健康教育、健康相談、健康診査等の被保

険者の健康保持増進事業を行うよう努めなければならないと規定されている。

受診率(%)

49.082.67

　目黒区では、個別健診方式により、受診者の自己負担なしで、健診項目も国民健康保険と同内容で

実施した。令和５年度から７６歳の被保険者を対象に歯科健康診査を実施した。

48.58

48.61

0.84

参加者
246名
98名

開催場所 回数
通いの場（各グループの活動場所）

生活拠点の場（イオンスタイル碑文谷）
12回
2回

6

5 30,582

12.71

直近２年間で、医療機関、特定健康診査を未受診かつ介護保険サービスを未利
用の後期高齢者（233人）

受診者数(人）

7 1.3931,833 15,464

年 度 受診券発送件数(件) 前年度比(%)

6 2,789 -9.59

「目黒区後期高齢者の質問票」を送付し、返送された回答から健康状態・生活
状況のリスクを確認した。リスクの高い方、回答のなかった方には、直接訪問
等により状況を確認し、必要に応じて関係所管への接続を行った。

7 4,336 55.47 551 40.56

内　容

対象者

令和元年５月に「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正

する法律」が公布され、広域連合は市区町村と連携の下、令和６年度までに「高齢者の保健事業と

介護予防の一体的な実施」に取り組んでいくこととなった。

目黒区では、令和５年度から広域連合から委託を受け、医療専門職（保健師）を配置し、高齢者

に対する支援事業を実施した。

高齢者の通いの場等において、フレイル予防の普及啓発活動や運動・栄養・口腔等のフレイル

予防の健康教育・健康相談を実施した。また「目黒区後期高齢者の質問票」を活用し、フレイル

状態にある高齢者を把握し、状態に応じた保健指導や生活機能向上に向けた支援を行った。
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年度別葬祭費の支給状況

令和７年度めぐろ区報掲載の状況

　区公式ウェブサイト内の「くらし・手続きメニュー」を通じ、後期高齢者医療制度の案
内やお知らせを発信している。

1
健康保険証に代わる資格確認書など
の発送

７月１日号
被保険者に対して資格確認書の発送案
内

6
後期高齢者医療保険料の仮徴収通知
の送付

３月15日号
保険料の納付方法が特別徴収であるか
たに対して、後期高齢者医療保険料の
仮徴収通知を送付する案内

4

・後期高齢者医療保険料収納状況通
知書の送付
・後期高齢者の医療費等通知書の送
付

１月15日号

5 後期高齢者医療制度の給付制度 ２月１日号

6.32
4 1,731 121,170,000 8.26

① めぐろ区報による周知

 （７） 葬祭費

　葬祭を行った方（喪主等）に対し、申請により、葬祭費として広域連合から５万円、葬祭給付
金として目黒区から２万円（計７万円）を支給する。

（注）後期高齢者医療制度以前の老人保健医療制度において、各区市町村ごとに支給金額が異
なっていた。このため各区市町村の状況に合わせ、葬祭給付金を上乗せして支給している。

年 度 件   数(件) 支  給  額(円） 前年度比(%)

5 1,642 114,940,000 -5.14

1.63

3 1,599 111,930,000

② 区公式ウェブサイトによる周知

6 1,716 120,120,000 4.51

高額介護合算療養費、療養費、移送
費、葬祭費、高額療養費の支給につい
ての案内

3 令和6年度高齢者医療事業のあらまし 11月１日号 被保険者数、歳入・歳出決算額等

医療費等通知書と後期高齢者医療保険
料収納状況通知書の送付の案内

（８）広報活動

7 1,744 122,080,000

　後期高齢者医療制度の円滑な実施のため、めぐろ区報、区公式ウェブサイトへの記事掲載によ
り広報活動を行い、被保険者への周知を図っている。

記事名 掲載日 記事の内容

2 後期高齢者医療保険料納付書の送付 １０月１日号 10月期～３月期の納付書発送案内
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令和７年度後期高齢者医療特別会計歳入決算

後期高齢者医療保険料

特別徴収保険料

使用料及び手数料

繰　入　金

療養給付費繰入金

保険基盤安定繰入金

事務費繰入金

保険料軽減措置繰入金

保健事業費繰入金

葬祭費繰入金

その他繰入金

繰　越　金

諸　収　入

延滞金加算金及び過料

償還金及び還付加算金

預金利子

受託事業収入

雑　入

国庫支出金

合　　　計

※ 保険料の収入済額には、還付未済額が含まれている。 ※収入率（％）＝収入済額／予算額

令和７年度後期高齢者医療特別会計　歳入決算額の状況

102.978,472,040,000 8,763,961,192 8,723,706,547 1,804,100 48,605,545 (10,155,000)

131.51

9,722,000 9,722,000 9,722,000 0 0 0 100.00

15,164,000 19,941,912 19,941,912 0 0 0

99.59

205,396,000 197,567,696 197,567,696 0 0 0 96.19

244,000 243,000 243,000 0 0 0

0.00

2,234,000 895,754 895,754 0 0 0 40.10

2,000 0 0 0 0 0

100.00

223,040,000 218,648,362 218,648,362 0 0 0 98.03

141,868,000 141,868,929 141,868,929 0 0 0

99.23

15,000,000 0 0 0 0 0 0.00

36,198,000 35,917,500 35,917,500 0 0 0

97.33

10,536,000 6,513,559 6,513,559 0 0 0 61.82

182,638,000 177,762,672 177,762,672 0 0 0

100.00

260,450,000 242,224,945 242,224,945 0 0 0 93.00

420,028,000 420,025,130 420,025,130 0 0 0

2,152,220,000 2,152,219,315 2,152,219,315 0 0 0 100.00

3,077,070,000 3,034,663,121 3,034,663,121 0 0 0

112.28

9,000 0 0 0 0 0 0.00

98.62

(10,155,000) 105.95

普通徴収保険料 滞納繰越分 30,243,000 42,231,080 33,956,628 1,800,600 6,871,452

86.48

普通徴収保険料 現年度分 3,493,061,000 4,027,805,700 3,990,284,207 3,500 41,734,093 (4,216,100) 114.23

1,497,027,000 1,289,022,000 1,294,563,300 0 0 (5,541,300)

(397,600)

２　令和７年度後期高齢者医療特別会計の決算状況

　令和７年度の後期高齢者医療特別会計は、歳入歳出とも予算額8,472,040,000円で、前年に比べて
306,583,000円、約3.8％の増加となっている。

（１） 歳入

　歳入決算額8,723,706,547円の収入率は102.97％、前年度に比べ2.33ポイント増で、不納欠損額
1,804,100円、収入未済額48,605,545円となっている。

予算現額(円） 調定額(円） 収入済額(円） 不納欠損額(円） 収入未済額(円） （還付未済額）(円） 収入率(%)

5,020,331,000 5,359,058,780 5,318,804,135 1,804,100 48,605,545

後期高齢者医療

保険料

61.0%

繰入金

34.8%

繰越金

1.6%

諸収入

2.5%

国庫支出金

0.1%
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令和７年度後期高齢者医療特別会計歳出決算

総　務　費

総務管理費

徴　収　費

保険給付費（葬祭費）

広域連合納付金

療養給付費負担金

保険料等負担金

保険基盤安定負担金

事務費負担金

保険料軽減措置負担金

保健事業費

健康診査費

保健事業費

諸支出金　

予　備　費

合　　　計

令和７年度後期高齢者医療特別会計　歳出決算額の状況

※ 小数点第2位以下は四捨五入のため合計数が100％にならない場合がある。

後期高齢者医療特別会計決算額の推移

98.06 

6 8,165,457,000 5.92 8,218,081,215 100.64 8,076,212,286 98.91 

5 7,709,007,000 4.12 7,640,855,703 99.12 7,559,524,502

98.45 

4 7,404,186,000 10.06 7,420,486,642 100.22 7,335,532,947 99.07 

3 6,727,116,000 -2.36 6,677,189,117 99.26 6,623,117,272

執行率(%)年度 予 算 額(円） 前年度比(%) 歳 入 額(円） 収入率(%) 歳 出 額(円）

15,000,000 0 0.00 15,000,000

8,472,040,000 8,418,937,824 99.37 53,102,176

591,000 375,214 63.49 215,786

20,810,000 19,926,268 95.75 883,732

123,156,000 106,274,213 86.29 16,881,787

122,565,000 105,898,999 86.40 16,666,001

111,595,000 111,594,351 100.00 649

182,638,000 177,762,672 97.33 4,875,328

5,155,381,000 5,153,503,937 99.96 1,877,063

420,028,000 420,025,130 100.00 2,870

8,021,862,000 8,015,105,405 99.92 6,756,595

2,152,220,000 2,152,219,315 100.00 685

33,341,000 29,442,659 88.31 3,898,341

122,150,000 121,870,000 99.77 280,000

169,062,000 155,761,938 92.13 13,300,062

135,721,000 126,319,279 93.07 9,401,721

（２） 歳出

　歳出決算額8,418,937,824円の執行率は99.37％で、前年度に比べ0.46ポイントの増、不用額53,102,176
円となっている。

予算現額(円） 執行済額(円） 執行率(%) 不用額(円）

7 8,472,040,000 3.75 8,723,706,547 102.97 8,418,937,824 99.37 

総務費

1.9% 保険給付費

（葬祭費）1.4%

広域連合納付金

95.2% 

保健事業費

1.3% 

諸支出金

0.2% 

予備費

0% 
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１後期高齢者医療保険料の納付
　相談に関すること
２後期高齢者医療保険料の徴収
　及び滞納処分に関すること

滞
納
対
策
課

徴収第一～四係

事業管理係

１後期高齢者医療保険料の徴収
  に関すること
２後期高齢者医療に係る申請・
  届出の受付に関すること
３後期高齢者医療の資格証明書
　の引渡し及び返還の受付に関
　すること
４後期高齢者の葬祭費に関する
  こと

１後期高齢者医療保険料の収納
  に関すること
２後期高齢者医療関係各種届出
  書の受付に関すること
３後期高齢者に係る葬祭費支給
  申請の受付に関すること
４後期高齢者医療資格確認書の
  再交付申請の受付に関するこ
  と

給付係

収納係

高齢医療保険料係

住民係

資格係

情報システム係

総務係

人事係

企画調整課

保　険　財　政
担　当　係　長

３　組織体制及び事務分掌   令和８年４月１日現在

国民年金係

１後期高齢者医療の保険料業務
  の総括に関すること

〔事務分掌〕

管理係

資格賦課係

特定保健指導係

後期高齢者医療係

広
域
連
合
長

副
広
域
連
合
長 会計室

選挙管理委員会

監査委員

総
務
部

保
険
部

総
務
課

企画調整係

管理係

保健事業・医療費
適　正　化　係

給
付
管

理
課

管
理
課

債権管理係

給付係

議　　会保険料係

資
格
保
険

料
課

区
長

副
区
長

区
民
生
活
部

国
保
年
金
課

地
区
サ
ー
ビ
ス

事
務
所

目 黒 区

東京都後期高齢者医療広域連合
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年 月 事項

老人医療費支給制度の実施

老人福祉法の改正により、70歳以上（寝たきり等の場合は65歳以上）の高齢者の医療
費無料化を実施

老人保健法施行

　一部負担金導入　外来月400円、入院1日300円〔２ヵ月限度〕

老人保健法の一部を改正する法律施行

　一部負担金　外来月800円、入院１日400円〔低所得者1日300円２ヵ月限度〕

昭和63年 １月 老人保健施設療養費制度の実施

老人保健法の一部を改正する法律施行

　一部負担金　外来月900円、入院１日600円〔低所得者1日300円２ヵ月限度〕

４月 老人訪問看護療養費制度の実施

一部負担金額の改定

　一部負担金　外来月1,000円、入院１日700円〔低所得者１日300円２ヵ月限度〕

健康保険法等の一部を改正する法律施行

　入院時食事療養費標準負担額600円

〔ただし、低所得者450円、長期入院300円、老齢福祉年金受給者200円〕

一部負担金額を消費者物価の変動率に応じて改訂するスライド制による改定

　一部負担金　外来月1,010円、入院1日700円〔低所得者1日300円２ヵ月限度〕

居住地特例の創設

一部負担金額を消費者物価の変動率に応じて改訂するスライド制による改定

　一部負担金　外来月1,020円、入院1日710円〔低所得者１日300円２ヵ月限度〕

入院時食事療養費標準負担額の改定（入院時食事療養費標準負担額760円）

　〔ただし、低所得者650円、長期入院500円、老齢福祉年金受給者300円〕

健康保険法等の一部を改正する法律施行

　一部負担金　外来1日500円、入院1日1,000円〔低所得者1日500円〕

　外来薬剤一部負担金の創設、訪問指導対象の拡大

平成10年 ４月 一部負担金額の改定　外来1日500円、入院１日1,100円〔低所得者１日500円〕

４月 一部負担金額の改定　外来1日530円、入院１日1,200円〔低所得者１日500円〕

７月 薬剤一部負担軽減特例措置の開始（老人医療受給者に対する薬剤一部負担金免除）

健康保険法等の一部を改正する法律施行

老人保健施設療養費の廃止、介護保険制度の創設(老人医療の一部介護保険への移
行)

健康保険法等の一部を改正する法律施行

　外来・入院ともに定率一割負担（診療所は定額制を選択可。上限額あり）

　入院時食事療養費標準負担額の改定（780円、低所得者等の減額は従来どおり）

　高額医療費支給制度の創設

昭和62年 １月

４　高齢者医療制度のあゆみ

昭和48年 １月

昭和58年 ２月

平成４年
１月

平成５年 ４月

平成６年 10月

平成13年 １月

平成７年 ４月

平成８年

４月

10月

平成９年 ９月

平成11年

平成12年 ４月
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年 月 事項

老人外来一部負担金の改定等

　定額負担　外来850円（月4回まで）、定率負担　定率制の病院に係る月額上限額

の改定、診療所又は200床未満の病院は3,200円（柔道整復の施術所における一部負担

金相当額の限度額についても、同様に3,200円に改定）、200床以上の病院は5,300円

に改定

 入院　一般：定率１割負担

　　　月額上限　37,200円

対象年齢を75歳に引上げ（昭和７年９月以前生まれの者は引き続き対象）

医療等に要する費用の公費負担割合引上げ

　一部負担金の完全定率制実施(一般:1割、現役並み所得者:2割、外来の定額制廃止)
  自己負担限度額の見直し(外来の上限廃止)

 入院　一般：定率１割負担　月額上限40,200円

　　　 現役並み所得者：定率２割負担　月額上限72,300円

　　　（医療費が361,500円を超えた場合は、超えた分の１％を加算）

平成15年 ９月 国が「老人医療費の伸びを適正化するための指針」策定

10月 医療制度構造改革試案（厚生労働省）

12月 医療制度改革大綱（政府・与党医療改革協議会）

入院時食事療養費標準負担額の改定

一日単位から一食単位に変更

（一般780円/日→260円/食、低所得者：区分Ⅰ650円/日→210円/食 ほか）

健康保険法等の一部を改正する法律公布(平成18年法律第83号)

20年4月から「老人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に全面改正が
決定（後期高齢者医療制度の創設）

現役並み所得者の一部負担金の改定（２割から３割負担に改定）

 入院　一般：定率1割負担　月上限44,400円

　　　 現役並み所得者：定率３割負担　月額上限80,100円

　　　（医療費が267,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算）

入院時生活療養費の導入

平成19年 ３月 東京都後期高齢者医療広域連合の設立

４月 高齢者の医療の確保に関する法律の施行　※後期高齢者医療制度スタート

４月 保険料のさらなる軽減（20年度の特例処置）

～ 特別徴収から口座振替への切り替えの選択制を導入

一部負担金の割合の判定方法見直し（21年1月から適用）

高額療養費の自己負担限度額の特例措置（21年1月から適用）

平成21年 ４月 保険料軽減特例措置の継続

４月 保険料軽減特例措置の継続

12月 高齢者のための新たな医療制度等について（高齢者医療制度改革会議）

平成23年 ４月 保険料軽減特例措置の継続

２月 社会保障・税一体改革大綱（閣議決定）

４月 保険料軽減特例措置の継続

８月 社会保障制度改革推進法の施行

平成14年

４月

10月

平成17年

平成18年

４月

６月

10月

平成20年

平成22年

平成24年
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年 月 事項

４月 保険料軽減特例措置の継続

８月 社会保障制度改革国民会議報告書（社会保障制度改革国民会議）

12月 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律の施行

平成26年 ４月 保険料軽減特例措置の継続（均等割額軽減対象者の拡大）

４月 保険料軽減特例措置の継続（均等割額軽減対象者の拡大）

５月
持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法の一部を改正する法律の施
行

平成28年 ４月 保険料軽減特例措置の継続（均等割額軽減対象者の拡大）

４月
保険料軽減特例措置の一部見直しによる継続（低所得者に対する所得割額の軽減及び
元被扶養者の均等割額の軽減の見直し及び均等割額軽減対象者の拡大）

８月 高額療養費制度の見直し（高額療養費の算定基準額の見直し）

４月
保険料軽減特例措置の一部見直しによる継続（低所得者に対する所得割額の軽減及び
元被扶養者の均等割額の軽減の見直し及び均等割額軽減対象者の拡大）

８月
高額療養費制度の見直し（高額療養費の算定基準額の見直し、「現役並み所得」が
「現役並み所得Ⅰ～Ⅲ」に細分化）

平成31年 ４月
保険料軽減特例措置の一部見直しによる継続（低所得者に対する均等割額の軽減特例
及び元被扶養者の均等割額の軽減の見直し、均等割額軽減対象者の拡大）

４月
保険料軽減特例措置の一部見直しによる継続（低所得者に対する均等割額軽減特例の
見直し）

６月
新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金を新設（令和２年
１月１日から適用）

７月

新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を
負った世帯の方の令和元年度分（２～３月期）及び令和２年度分の保険料の免除、新
型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収入の減少が見込まれる
世帯の方で一定の要件を満たす方については、保険料を減免

４月 税制改正に伴い、均等割額の軽減判定所得基準の見直し

６月
「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法
律」公布（一部負担金の割合に２割負担を導入）

７月

新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を
負った世帯の方の令和３年度分及び令和３年４月１日以降に納期限がある令和２年度
分の保険料の免除、新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収
入の減少が見込まれる世帯の方で一定の要件を満たす方については、保険料を減免

７月

新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を
負った世帯の方の令和４年度分及び令和４年４月１日以降に納期限がある令和３年度
分の保険料の免除、新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収
入の減少が見込まれる世帯の方で一定の要件を満たす方については、保険料を減免

10月
一部負担金の割合に令和４年10月１日から２割負担を導入
２割負担対象者の外来診療分について、配慮措置を導入

４月
東日本大震災で被災された被保険者について、一部負担金及び保険料の特例軽減措置
の、段階的見直しを開始
５月31日をもって、新型コロナウイルス感染症の影響による保険料減免の申請は終了
（対象保険料は令和４年度まで）
新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者の傷病手当金について、適用期間を令
和５年５月７日で終了
「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改
正する法律」成立（出産育児一時金の負担、高齢者負担率の見直し）

６月
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部
を改正する法律」が公布され、令和６年12月２日をもって被保険者証は廃止

４月
「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改
正する法律」等により保険料率の算定方法の改正と併せて激変緩和措置を実施

６月 入院時の食費自己負担額の改定

10月 公金受取口座を活用した公金給付(高額療養費・療養費・高額介護合算療養費)の実施

12月
マイナンバーカードと健康保険証の一体化により、12月1日をもって紙の保険証及び
限度額適用標準負担額減額認定証、限度額適用認定証の新規発行を終了

保険料の激減緩和措置の終了に伴い、令和７年度は全ての対象者の所得率9.67％及び
賦課限度額８０万円となる

入院時の食費自己負担額の改定

８月
マイナ保険証への円滑な移行に向けた、デジタルとアナログの併用期間を確保するた
め、令和７年８月以降も１年間（令和８年７月３１日まで）は運用期間としてマイナ
保険証の有無にかかわらず資格確認書を交付

９月
令和４年１０月１日から実施していた自己負担割合２割の対象者への外来医療の負担
軽減措置（配慮措置）を令和７年９月３０日までの診療で終了

平成29年

平成25年

平成27年

令和６年

令和７年

４月

平成30年

令和２年

令和３年

令和４年

令和５年 ５月
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